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補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

下記２点のいづれかに該当する環境に配慮した農業生産方式を実施する農業者に対し、支援を行う
・緑肥の作付による地力の向上と景観形成
・有機質堆肥施用による土づくり
　（緑肥用ヒマワリ種子代：198,000円、堆肥購入費助成：700,000円）
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　農業の持つ自然循環機能を生かし、生産性との調和などに留意しつつ、環境保全型農業への取り組みを推
進することにより環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業の発展を図る。

事業の背景及び概
要（現状、課題）、ま
たは交付団体の活
動目的、活動内容
など

前年度繰越金

次年度繰越金
（②－①）

その他雑収入
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（
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平成

令和

16始期

終期

　平成１１年に施行された「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基づき、土づくりや
化学肥料、化学農薬の使用を減らした栽培方式に取り組む農業者を支援するため、本協議会が設立された。
　現時点においては、令和４年に新たに施行された「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境
負荷低減事業活動の促進等に関する法律」に基づき、農業の持続的な発展、環境への負荷の少ない取組を行
う農業者の育成及び環境保全型農業の推進を目的としている。

島原市環境保全型農業推進協議会

継続 新規

あり なし



◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

判
定
理
由

千円

休止･廃止の具体的方向性

　農業の持続的な発展のためには、地域の自然環境に配慮した農業の実践が不可欠であることから、
継続して事業に取り組んでいくことが必要である。

　環境負荷の軽減、緑肥の作付けによる地力の向上と景観形成、有機質堆
肥施用による土づくり等、農業者も必要性を認識し環境保全型農業に取り
組んでいる。
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見
直
し
の

方
向
性

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し

総 合 評 価

判
　
定

　昨今の国際的な肥料原料価格の高騰の影響を受け、化学肥料使用量の低
減に向けた堆肥・緑肥の使用量は増加することが見込まれており、この機
会に堆肥・緑肥の使用の促進を図ることで、化学肥料の価格に左右されな
い強い農業経営体の育成を図る観点からも、本事業に対する助成の必要性
はさらに高まっている。　の必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

② 市 の 関 与 の 必 要 性
　環境保全を意識した農業生産の展開により享受される効果は、農業者の
みに止まらない公益性の高いものであり、その支援を図るため、市の関与
の必要性は、増している。

① 助 成 事 業 の 効 果

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

　緑肥の作付けや有機質堆肥の施用による環境保全について一定の効果があることは理解できる。
利用者が一部の農業者に集中しないように周知方法等の見直しをお願いしたい。

判　　　定

備
考

⇒ 0

備　　考

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


